
6
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埼玉県議会のホームページで、委員会会議録の概要を公開しています。各種検索サイトから 埼玉県議会

相
談
支
援
員
を
増
員
す
る
と
の

こ
と
だ
が
、
具
体
的
に
ど
の
よ

う
な
相
談
を
行
っ
て
い
る
の
か
。

自
立
相
談
の
窓
口
で
は
、
生
活

の
困
窮
や
失
業
な
ど
今
後
の
生

活
に
つ
い
て
相
談
に
来
る
方
が
多

い
。支
援
に
当
た
っ
て
は
、相
談
内
容

を
よ
く
聞
き
取
っ
た
上
で
、
本
人
の

希
望
を
踏
ま
え
た
支
援
プ
ラ
ン
を
作

成
し
、
寄
り
添
っ
た
支
援
を
し
て
い

る
。

事
業
者
は
既
に
感
染
予
防
対
策

を
講
じ
て
い
る
と
思
う
が
、
既

に
実
施
し
て
い
る
部
分
に
も
支
援
金

は
給
付
さ
れ
る
の
か
。

感
染
防
止
対
策
へ
の
支
援
と
い

う
観
点
か
ら
、対
策
を
適
切
に

講
じ
る
こ
と
が
大
事
な
の
で
、既
に
実

施
し
て
い
る
場
合
も
含
め
て
給
付
の

対
象
と
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。
具

体
的
に
は
、
今
年
４
月
以
降
の
対
策

を
対
象
に
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
で
米
が
余
り
、
米
価
が

下
落
し
て
い
る
中
で
、
こ
の
事
業
は

影
響
を
受
け
て
い
る
農
家
に
ど
の
よ

う
な
効
果
を
も
た
ら
す
の
か
。

本
事
業
は
、
地
元
の
生
産
者
と

公
務
災
害
に
よ
る
障
害
の
た

め
、
常
時
ま
た
は
随
時
の
介
護

が
必
要
に
な
っ
た
学
校
医
な
ど
に
支

給
す
る
も
の
。
今
回
の
改
正
で
は
、

条
例
で
定
め
る
月
額
の
上
限
額
お
よ

び
定
額
を
増
額
す
る
。
国
家
公
務
員

災
害
補
償
法
に
規
定
す
る
補
償
額
と

同
程
度
と
な
る
よ
う
定
め
て
い
る
。

今
回
は
小
規
模
で
分
散
し
て
い

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
と
り
ま
と
め

て
供
給
す
る
特
定
卸
供
給
事
業
に
対

す
る
課
税
方
式
を
規
定
す
る
改
正
だ

が
、
特
定
卸
供
給
事
業
の
本
県
へ
の

参
入
見
込
み
は
ど
の
程
度
か
。

令
和
４
年
度
か
ら
の
導
入
に
向

け
国
の
審
議
会
で
詳
細
な
制
度

設
計
を
行
っ
て
い
る
。
国
か
ら
は
現

時
点
で
参
入
見
込
み
を
立
て
る
の
は

難
し
い
と
伺
っ
て
い
る
。

国
の
月
次
支
援
金
は
、
前
年
ま

た
は
前
々
年
と
比
べ
て
、
売
上

減
少
率
が
50
％
以
上
の
事
業
者
を
対

象
と
し
て
い
る
が
、
県
は
な
ぜ
30
％

以
上
ま
で
対
象
を
広
げ
て
設
定
し
た

の
か
。売

上
減
少
率
50
％
以
上
の
事
業

者
は
全
体
の
27
％
で
あ
る
が
、

30
％
以
上
ま
で
広
げ
る
と
全
体
の
65

％
が
対
象
と
な
り
、
よ
り
多
く
の
事

業
者
を
支
援
で
き
る
た
め
設
定
し
た
。

屋
外
広
告
物
に
関
す
る
点
検
義

務
違
反
の
罰
則
は
今
後
、
検
討

す
る
の
か
。

新
た
な
罰
則
は
設
け
な
い
が
、

許
可
を
要
す
る
屋
外
広
告
物
が

点
検
さ
れ
て
な
い
場
合
、
許
可
の
更

新
を
受
け
ら
れ
な
い
。
許
可
の
更
新

を
受
け
ず
に
当
該
広
告
物
を
放
置
し

た
場
合
は
、
現
行
定
め
ら
れ
て
い
る

罰
則
が
適
用
さ
れ
る
。

公
務
災
害
補
償
に
お
け
る
介
護

補
償
と
は
何
か
。
ま
た
改
正
点

お
よ
び
改
定
額
の
根
拠
は
何
か
。

コ
ロ
ナ
禍
で
在
宅
時
間
が
増

え
、
特
殊
詐
欺
や
Ｄ
Ｖ
な
ど
の

増
加
が
考
え
ら
れ
る
が
、
本
県
の
被

害
状
況
は
ど
う
か
。

令
和
２
年
の
特
殊
詐
欺
の
認

知
件
数
は
１
０
２
６
件
で
、

前
年
に
比
べ
29
・
７
％
の
減
少
と

な
っ
た
。
Ｄ
Ｖ
の
相
談
件
数
に
つ
い

て
は
５
９
９
９
件
で
、
前
年
に
比
べ

16
・
２
％
増
加
し
過
去
最
多
と
な
っ

た
。

まん延防止等重点措置区域指
定に対する根拠を踏まえた総
合的判断などについて審査

新型コロナウイルス感染症
対策特別委員会

福
祉
保
健
医
療
委
員
会

特別委員会 常 任 委 員 会

　河川の水質保全の推進につ
いて審査

自然再生・循環社会対策
特別委員会

令
和
３
年
度
埼
玉
県
一
般
会
計

補
正
予
算（
第
６
号
）に
つ
い
て

地
域
公
共
交
通
安
心
運
行
支
援
事
業
費

企
画
財
政
委
員
会

埼
玉
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
に
つ
い
て

総
務
県
民
生
活
委
員
会

令
和
３
年
度
埼
玉
県
一
般
会
計

補
正
予
算（
第
６
号
）に
つ
い
て

新
市
場
開
拓
に
向
け
た
水
田
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
事
業

環
境
農
林
委
員
会

産
業
労
働
企
業
委
員
会

Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ
県
土
都
市
整
備
委
員
会

文
教
委
員
会

警
察
危
機
管
理
防
災
委
員
会

　地方分権改革、魅力ある地
域づくりについて審査

地方創生・行財政改革
特別委員会

　県の公社指導について、（公
社）埼玉県農林公社、埼玉県
土地開発公社および（公財）
埼玉県下水道公社における改
革の取り組みについて審査

公社事業対策特別委員会

　障害者の自立支援について
審査

少子・高齢福祉社会対策
特別委員会

　埼玉県経済の動向と経済・
雇用対策について審査

経済・雇用対策特別委員会

　大規模災害に対する事前の
備えについて審査

危機管理・大規模災害対策
特別委員会

　教育改革について審査

人材育成・文化・スポーツ
振興特別委員会

埼
玉
県
屋
外
広
告
物
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

令
和
３
年
度
埼
玉
県
一
般
会
計

補
正
予
算（
第
６
号
）に
つ
い
て

酒
類
販
売
事
業
者
へ
の
支
援

埼
玉
県
立
学
校
の
学
校
医
、学
校
歯
科
医

及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
に
関
す

る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

令
和
３
年
度
埼
玉
県
一
般
会
計

補
正
予
算（
第
６
号
）に
つ
い
て

生
活
困
窮
者
の
支
援
の
強
化

コ
ロ
ナ
禍
で
の
特
殊
詐
欺
、ド
メ
ス
テ
ィ

ッ
ク・バ
イ
オ
レ
ン
ス（
Ｄ
Ｖ
）、児
童
虐
待

に
関
す
る
本
県
の
状
況
と
対
策
に
つ
い
て

意見書・決議 意見書 12件を可決し、国に提出しました。また、決議 1件を可決しました。（●は全会一致での可決、○は賛成多数による可決）

●�新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の地方への速やかな交付
を求める意見書
●北朝鮮による全ての拉致被害者等の即時一括帰国を求める意見書
●警察官の増員を求める意見書
●�国産ワクチン・治療薬等の開発・生産についての早急な体制整備を求める意
見書
●医療従事者等への更なる支援を求める意見書
●産後ケア事業の新たな取組の推進を求める意見書

●�カーボンニュートラル実現に向け、再生可能エネルギーの比率を高める次
期エネルギー基本計画の策定を求める意見書
○�選択的夫婦別姓制度の導入に向けた国会審議の推進を求める意見書
○中華人民共和国による人権侵害問題に対する調査及び抗議等を求める意見書
○こども庁創設に関する意見書
○新型コロナウイルス感染症対策の更なる強化を求める意見書
○�学校教育におけるデジタルトランスフォーメーションを適切に進めるため
の意見書
●国産ワクチン・治療薬等の製造拠点の県内誘致を求める決議

6月定例会では、6月１８日、2８日に常任委員会を開き、補正予算・条例などの議案および請願の審
査などを行いました。審査の結果、議案１５件を原案の通り可決すべきものと決定しました。また、
請願1件を採択、1件を趣旨採択、1件を不採択とすべきものと決定しました。
6月２９日、３０日には特別委員会を開き、付託案件の審査を行いました。

　6月 7日と定例会中の 4日間、会議を開き、本会議を円滑かつ効率
的に進行するため、議事日程、質疑質問者の人数、採決の方法や順序な
どについて会派間の協議を行いました。

委員会リポート report

議会運営委員会
宇田川幸夫
副委員長

立石泰広
委員長

江原久美子
副委員長
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実
需
者
と
の
連
携
を
事
業
要
件

と
し
て
計
画
し
て
い
る
。
こ
れ
に
よ

り
、
農
家
は
実
需
者
へ
安
定
し
た
価

格
で
出
荷
す
る
こ
と
が
で
き
、
経
営

の
安
定
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。


